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１−１．料金改定の検討にあたって

今回の審議会は、将来の財政シミュレーション結果を踏まえて、料金改定率について審議いただきます。

（出所）公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」を参考に作成

ステップ１

財政計画の策定

現状の把握

実績値の推移

ステップ２

料金水準の算定

将来の水需要予測の算定

将来の財政シミュレーション

料金算定期間の設定

総括原価の算定

資産維持率、料金改定率の決定

本審議会で検討する事項

将来いくら
必要なのか
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ステップ３

料金体系の設定

料金体系の選択

用途別基本水量、料金単価の設定

従量料金の単価、逓増度の設定

ステップ４

料金表(案)の確定

各種検討事項の説明

料金表案の提示

第３回以降の審議会で検討第３回以降の審議会で検討

１−２．料金改定の検討にあたって

次回以降の審議会は、決定した料金改定率を踏まえて、料金体系について審議いただきます。

どのように
負担してもらうのか

（出所）公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」を参考に作成
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２−１．水道事業の投資・財政計画（料金改定無し）

収益的収支(単位：千円)と資金残高（貯金）のシミュレーション
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２−２．水道事業の投資・財政計画（料金改定無し）

資本的収支(単位：千円)と減価償却率及び企業債のシミュレーション
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資金残高は、資金収支の赤字を補填するため、近年減少を続けています

現状の料金水準を維持して、経費削減等の取り組みを反映した将来的なシミュレーションを実施した結

果、収益的収支及び資本的収支の損失は拡大していき、資金残高は令和13年度に枯渇する見込みと

なりました

資金残高（貯金）の状況と将来シミュレーション

３．玉野市水道事業の経営状況
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実績 実績 決算見込み 予算 計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6 計画7 計画8 計画9 計画10
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資金残高 2,038,774 1,698,370 1,600,072 1,817,891 1,598,413 1,365,690 1,062,266 750,047 387,623 -46,278 -518,060 -1,045,104 -1,610,938 -2,209,348
単年度資金収支 1,040,493 -340,404 -98,298 217,819 -219,478 -232,723 -303,424 -312,219 -362,424 -433,901 -471,782 -527,044 -565,835 -598,410



地方公営企業法第１７条の２　第２項

企業運営に関する経費は「当該地方公営企

業の経営に伴う収入をもって充てなければ

ならない。」

独立採算制の原則

４．水道料金について

水道事業は、税金などの外部資金に依存

せず、水道料金を主な財源として自立運営

されるべきものである。

水道法第14条第２項各号

料金が、能率的な経営の下における適

正な原価に照らし、健全な経営を確保

することができる公正妥当なものである

こと。

料金が、定率又は定額をもって明確に

定められていること。

など

水道法の要請

水道料金は、必要な費用を賄い、健全な経

営を確保できる、法令に示された原則に基

づいた公正妥当な水準でなければならない。
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総括原価は料金収入で賄うこととされており、双方が均衡を保つ必要があります。

水道法施行規則第12条

水道料金の算定は、概ね将来の３～５年を基準とした料金算定期間において、総括原価と均

衡を保つよう設定すること。

５−１．料金設定の考え方

料金収入 総括原価
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水道事業では、料金収入で収益的収支における営業費用を賄うとともに、資本的収支の不足分を補填す

るため、一定の利益を確保しておく必要があります。

これらの費用の合計を総括原価といいます。

総括原価　＝　料金収入で回収すべき費用の総額

５−２．総括原価とは

総括原価 営業費用 資本費用

営業費用
水道事業を運営する費用
　　　受水費、水質・施設管理等の委託費、人件費、動力費など

資本費用
水道施設を強化するために必要な費用
　　　資産維持費、支払利息（企業債の借り入れに伴うもの）
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資産維持費とは、水道施設の更新や耐震化のために必要となる費用（見込み額）のことで、玉野市水道

事業が保有する資産の額をもとに、施設の更新状況などにより、次の算式により算定します。

水道法施行規則第12条

資産維持費とは、水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額

※ （公社）日本水道協会発行の『水道料金算定要領』では、資産維持率は３％を標準とし、各水道事業者

の施設の更新状況などを勘案して決定することとされている

５−３．資産維持費とは

資産維持費
維持すべき
対象資産

資産維持率

管路やポンプなど

玉野市水道事業の所有資産

 R６年度末時点：約８５億円（償却未済額）
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６．料金算定期間と資産維持率（参考）

料金算定期間が短いほど、資産維持率が低いほど、料金改定率は小さくなります。

料金改定率の比較

２か月40㎥料金（税込）の比較【現行4,389円】

総括原価を全て賄うために
必要な料金の額
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資産維持率

6.54～6.68% 3.00% 2.25% 1.35%

料金算定期間
5年 65.69% 38.41% 32.68% 25.80%
10年 75.26% 45.40% 39.43% 32.27%

投資予定の建設改良費
より算出した

資産維持率及び料金改定率

 
資産維持率

6.54～6.68% 3.00% 2.25% 1.35%

料金算定期間
5年 7,272 6,075 5,823 5,521
10年 7,692 6,381 6,120 5,805



７−１．料金改定検討の方針

前回審議会（令和７年７月28日）でいただいたご意見をふまえ、今回の料金改定を検討していく方針です。

検討項目 料金改定検討の方針

（１）資金残高の確保 ・事業経営を継続するために、計画10年目時点で資金が枯渇しないことを前提とす
る。

（２）投資経費の抑制 ・基幹管路の更新を念頭に置きつつ、重要度・優先度による順位付けにより投資計
画を策定し、適切な額の投資を行う。
・ただし、主に基幹管路の耐震適合率については、算定期間５年目（計画６年目）で
10％以上（令和6年度末比）の向上を目指す。

（３）企業債残高の抑制 ・試算の結果、健全な事業継続に必要な投資を自己財源のみで行うためには約
66％の料金改定が必要であった。
・上記の改定率は市民生活の維持を考慮すると現実的でないため、当面の不足分
については企業債を活用することとする。
・更新投資に係る企業債比率を可能な限り低い値とする。

（４）料金改定
（改定時期と改定率）

・改定時期は令和９年度の第１期調定分からとする。
・改定率については、上記(１)～(３)を踏まえたものとする。
※ 具体的には、今回の審議会で審議いただきます。

（５）料金体系の見直し ・経営の安定化を図りつつ、利用者の過度な負担とならないように設定する。
※ 具体的には、次回の審議会で審議いただきます。
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７−２．料金改定の試算条件（案）

玉野市水道事業の持続可能性、あるべき姿を見据え、試算条件を設定しました。

項目 改定案１ 改定案２ 改定案３ 改定案４

資産維持率

3.00%(自己財源分)

※ (公社)日本水道協会
発行の『水道料金算定要
領』では、資産維持率は
３％を標準としている

2.25%(自己財源分) 1.35%(自己財源分) 1.35％（自己財源）

→ 4.62％（剰余金取
崩し含む）

※ 料金収入で総括原価
を満たすことはできないが、
計画10年目まで現金が残
る値

企業債残高対
給水収益比率

料金算定期間の終期
(令和13年度末)200％を
目標とする

同左 同左 同左

施設の耐震化
令和13年度末
基幹管路の
耐震適合率50％以上

同左 同左 同左

料金改定率 38.41% 32.68% 25.80% 25.80%

料金算定期間
令和９〜13年度
（５年間）

同左 同左 同左

料金改定時期
令和９年度
第１期調定分より

同左 同左 同左
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25.96% 45.61% 44.18% 39.68% 42.20% 40.84% 37.22% 36.25% 34.48% 33.70% 33.37%
2.15% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00%

予算(参考値) 計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6 計画7 計画8 計画9 計画10
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

維持管理費 1,217,908 1,177,014 1,186,663 1,200,175 1,210,430 1,220,778 1,231,676 1,242,690 1,253,814 1,265,048 1,276,391
減価償却費 293,183 287,054 292,144 297,065 305,852 315,962 326,809 336,214 344,591 354,820 367,544
資産減耗費 31,000 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364
合計　１ 1,542,091 1,481,432 1,496,171 1,514,604 1,533,646 1,554,103 1,575,850 1,596,268 1,615,769 1,637,231 1,661,299
支払利息 22,176 22,175 18,596 21,936 25,006 28,595 31,829 35,112 38,932 42,815 46,907
資産維持費 188,874 269,996 276,004 283,071 289,264 295,448 302,725 310,065 317,844 325,575 332,874
合計　２ 211,050 292,171 294,599 305,007 314,270 324,043 334,554 345,177 356,776 368,390 379,781

193,476 141,109 135,242 133,877 133,964 134,003 134,004 133,474 133,364 132,995 131,961
1,559,666 1,632,494 1,655,528 1,685,734 1,713,952 1,744,144 1,776,400 1,807,972 1,839,181 1,872,627 1,909,120

1,383,213 1,294,746 1,766,084 1,740,336 1,714,809 1,689,498 1,665,186 1,641,082 1,617,183 1,593,484 1,569,981
-176,453 -337,749 110,556 54,602 857 -54,646 -111,214 -166,889 -221,998 -279,143 -339,139

8,575,757
8,575,912

155
-0.00%
6,075円

1,817,891 1,721,142 1,980,031 2,287,474 2,556,926 2,778,560 2,954,469 3,091,129 3,179,570 3,225,255 3,227,058
1,730,606 1,983,448 2,222,327 2,511,381 2,763,221 3,020,317 3,321,993 3,627,361 3,950,859 4,275,570 4,589,414
126.13% 156.03% 128.70% 147.26% 164.69% 182.89% 204.21% 226.44% 250.39% 275.14% 300.00%

建設改良費自己財源割合
資産維持率(自己財源分)

控除項目(給水収益以外の収益)　３
総計（総括原価）　①＝１＋２ー３

料金収入　②
不足額　③＝②ー①

計画2～6までの総括原価　①
計画2～6までの料金収入　②
計画2～6までの不足額　③＝②–①
計画2～6までの必要料金改定率　③÷②
２か月40㎥料金（税込）

現預金　残高
企業債　残高
企業債残高対給水収益比率

営業費用

資本費用

算定期間　：R９〜R13 年度（５年間）

建設改良費：投資予定額（別紙）（物価上昇率　毎年度 2.00%）

資産維持率：3.00%（自己財源分）

必要料金改定率：38.41％

現預金残高：計画６年目末　2,954,469千円  計画10年目末　3,227,058千円

企業債残高：計画６年目末　3,321,993千円  計画10年目末　4,589,414千円

案１のシミュレーション　現預金と企業債の残高の推移

８−１．料金改定シミュレーション

算定期間 単位：千円

15

料金算定期間内で
総括原価を満たすことが

できている

料金改定
 38.41% 実施



25.96% 33.52% 31.44% 27.60% 29.37% 27.98% 24.83% 23.52% 21.64% 20.45% 19.48%
2.15% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25% 2.25%

予算(参考値) 計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6 計画7 計画8 計画9 計画10
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

維持管理費 1,217,908 1,177,014 1,186,663 1,199,683 1,209,945 1,220,300 1,231,205 1,242,225 1,253,356 1,264,597 1,275,947
減価償却費 293,183 287,054 292,144 297,065 305,852 315,962 326,809 336,214 344,591 354,820 367,544
資産減耗費 31,000 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364
合計　１ 1,542,091 1,481,432 1,496,171 1,514,111 1,533,161 1,553,625 1,575,378 1,595,804 1,615,311 1,636,780 1,660,855
支払利息 22,176 22,175 18,596 22,746 26,644 31,083 35,184 39,354 44,082 48,894 53,940
資産維持費 188,874 202,497 207,003 212,303 216,948 221,586 227,044 232,548 238,383 244,182 249,656
合計　２ 211,050 224,672 225,599 235,049 243,592 252,668 262,228 271,902 282,464 293,076 303,596

193,476 141,109 135,242 133,877 133,964 134,003 134,004 133,474 133,364 132,995 131,961
1,559,666 1,564,995 1,586,527 1,615,284 1,642,789 1,672,291 1,703,602 1,734,232 1,764,412 1,796,862 1,832,490

1,383,213 1,294,746 1,692,970 1,668,288 1,643,818 1,619,555 1,596,249 1,573,144 1,550,234 1,527,516 1,504,986
-176,453 -270,250 106,443 53,005 1,029 -52,736 -107,353 -161,089 -214,178 -269,346 -327,504

8,220,492
8,220,880

388
-0.00%
5,823円

1,817,891 1,788,641 2,058,047 2,363,740 2,633,310 2,856,806 3,036,540 3,178,969 3,275,205 3,330,667 3,344,091
1,730,606 2,050,947 2,358,827 2,718,649 3,042,804 3,371,880 3,747,290 4,128,155 4,529,027 4,932,976 5,327,754
126.13% 161.24% 142.32% 166.05% 188.81% 212.61% 239.91% 268.43% 299.02% 330.72% 362.84%

建設改良費自己財源割合
資産維持率(自己財源分)

控除項目(給水収益以外の収益)　３
総計（総括原価）　①＝１＋２ー３

料金収入　②
不足額　③＝②ー①

計画2～6までの総括原価　①
計画2～6までの料金収入　②
計画2～6までの不足額　③＝②–①
計画2～6までの必要料金改定率　③÷②
２か月40㎥料金（税込）

現預金　残高
企業債　残高
企業債残高対給水収益比率

営業費用

資本費用

算定期間　：R９〜R13 年度（５年間）

建設改良費：投資予定額（別紙）（物価上昇率　毎年度 2.00%）

資産維持率：2.25%（自己財源分）

必要料金改定率：32.68％

現預金残高：計画６年目末　3,036,540千円  計画10年目末　3,344,091千円

企業債残高：計画６年目末　3,747,290千円  計画10年目末　5,327,754千円

案２のシミュレーション　現預金と企業債の残高の推移

８−２．料金改定シミュレーション（２/４）

算定期間 単位：千円

16

料金算定期間内で
総括原価を満たすことが

できている

料金改定
 32.68% 実施



25.96% 19.01% 16.16% 13.10% 13.97% 12.54% 9.97% 8.24% 6.23% 4.54% 2.98%
2.15% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35% 1.35%

予算(参考値) 計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6 計画7 計画8 計画9 計画10
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

維持管理費 1,217,908 1,177,014 1,186,663 1,199,091 1,209,362 1,219,725 1,230,639 1,241,668 1,252,806 1,264,055 1,275,413
減価償却費 293,183 287,054 292,144 297,065 305,852 315,962 326,809 336,214 344,591 354,820 367,544
資産減耗費 31,000 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364
合計　１ 1,542,091 1,481,432 1,496,171 1,513,520 1,532,578 1,553,051 1,574,813 1,595,246 1,614,761 1,636,239 1,660,321
支払利息 22,176 22,175 18,596 23,718 28,609 34,067 39,210 44,443 50,261 56,190 62,380
資産維持費 188,874 121,498 124,202 127,382 130,169 132,952 136,226 139,529 143,030 146,509 149,793
合計　２ 211,050 143,673 142,797 151,100 158,778 167,019 175,436 183,972 193,291 202,699 212,174

193,476 141,109 135,242 133,877 133,964 134,003 134,004 133,474 133,364 132,995 131,961
1,559,666 1,483,996 1,503,726 1,530,743 1,557,392 1,586,067 1,616,245 1,645,745 1,674,689 1,705,943 1,740,534

1,383,213 1,294,746 1,605,170 1,581,768 1,558,567 1,535,562 1,513,465 1,491,558 1,469,836 1,448,296 1,426,935
-176,453 -189,251 101,444 51,025 1,174 -50,505 -102,780 -154,187 -204,853 -257,647 -313,599

7,794,173
7,794,532

359
-0.00%
5,521円

1,817,891 1,869,640 2,151,616 2,455,144 2,724,796 2,950,465 3,134,729 3,284,023 3,389,554 3,456,692 3,482,900
1,730,606 2,131,946 2,522,627 2,967,370 3,378,305 3,793,755 4,257,647 4,729,108 5,222,828 5,721,863 6,212,658
126.13% 167.50% 160.31% 190.85% 220.67% 251.86% 287.06% 323.87% 363.22% 404.11% 445.74%

建設改良費自己財源割合
資産維持率(自己財源分)

控除項目(給水収益以外の収益)　３
総計（総括原価）　①＝１＋２ー３

料金収入　②
不足額　③＝②ー①

計画2～6までの総括原価　①
計画2～6までの料金収入　②
計画2～6までの不足額　③＝②–①
計画2～6までの必要料金改定率　③÷②
２か月40㎥料金（税込）

現預金　残高
企業債　残高
企業債残高対給水収益比率

営業費用

資本費用

算定期間　：R９〜R13 年度（５年間）

建設改良費：投資予定額（別紙）（物価上昇率　毎年度 2.00%）

資産維持率：1.35%（自己財源分）

必要料金改定率：25.80％

現預金残高：計画６年目末　3,134729千円  計画10年目末　3,482,900千円

企業債残高：計画６年目末　4,257,647千円  計画10年目末　6,212,658千円

案３のシミュレーション　現預金と企業債の残高の推移

８−３．料金改定シミュレーション（３/４）

算定期間 単位：千円
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料金算定期間内で
総括原価を満たすことが

できている

料金改定
 25.80% 実施



25.96% 67.59% 67.83% 67.91% 67.90% 67.94% 68.01% 68.04% 68.08% 68.10% 68.12%
2.15% 4.36% 4.39% 4.75% 4.50% 4.58% 4.88% 4.90% 5.00% 4.99% 4.92%

予算(参考値) 計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6 計画7 計画8 計画9 計画10
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

維持管理費 1,217,908 1,177,014 1,186,663 1,199,091 1,209,362 1,219,725 1,230,639 1,241,668 1,252,806 1,264,055 1,275,413
減価償却費 293,183 287,054 292,144 297,065 305,852 315,962 326,809 336,214 344,591 354,820 367,544
資産減耗費 31,000 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364 17,364
合計　１ 1,542,091 1,481,432 1,496,171 1,513,520 1,532,578 1,553,051 1,574,813 1,595,246 1,614,761 1,636,239 1,660,321
支払利息 22,176 22,175 18,596 20,463 21,996 23,601 25,096 26,512 28,059 29,588 31,144
資産維持費 188,874 392,725 404,105 448,473 434,117 451,067 492,145 506,130 529,267 541,438 545,949
合計　２ 211,050 414,901 422,701 468,936 456,113 474,668 517,241 532,642 557,326 571,026 577,092

193,476 141,109 135,242 133,877 133,964 134,003 134,004 133,474 133,364 132,995 131,961
1,559,666 1,755,224 1,783,630 1,848,579 1,854,727 1,893,716 1,958,050 1,994,414 2,038,724 2,074,270 2,105,453

1,383,213 1,294,746 1,605,170 1,581,768 1,558,567 1,535,562 1,513,465 1,491,558 1,469,836 1,448,296 1,426,935
-176,453 -460,478 -178,460 -266,811 -296,160 -358,154 -444,584 -502,856 -568,888 -625,974 -678,518

9,338,702
7,794,532

-1,544,170
19.81%
5,521円

1,817,891 1,598,413 1,600,485 1,585,562 1,557,244 1,474,536 1,316,306 1,116,209 856,898 539,188 5,168
1,730,606 1,860,719 1,971,496 2,095,148 2,202,134 2,307,033 2,422,903 2,536,904 2,653,160 2,766,539 2,872,932
126.13% 146.55% 125.97% 135.71% 145.20% 154.55% 164.81% 175.25% 186.12% 197.11% 207.95%

建設改良費自己財源割合
資産維持率(自己財源分)

控除項目(給水収益以外の収益)　３
総計（総括原価）　①＝１＋２ー３

料金収入　②
不足額　③＝②ー①

計画2～6までの総括原価　①
計画2～6までの料金収入　②
計画2～6までの不足額　③＝②–①
計画2～6までの必要料金改定率　③÷②
２か月40㎥料金（税込）

現預金　残高
企業債　残高
企業債残高対給水収益比率

営業費用

資本費用

算定期間　：R９〜R13 年度（５年間）

建設改良費：投資予定額（別紙）（物価上昇率　毎年度 2.00%）

資産維持率：1.35％（自己財源）→ 4.62％（剰余金取崩し含む）

必要料金改定率：25.80％

現預金残高：計画６年目末　1,316,306千円  計画10年目末　　    5,168千円

企業債残高：計画６年目末　2,422,903千円  計画10年目末　2,872,932千円

案４のシミュレーション　現預金と企業債の残高の推移

８−４．料金改定シミュレーション（４/４）

算定期間
単位：千円

料金収入で総括原価を
満たすことはできないが、

計画10年目まで
現金が残るよう試算した

シミュレーション

料金算定期間内で
総括原価を満たすことは

できていない
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料金改定
 25.80% 実施



９−１．試算結果（財政収支の推移の比較）

料金改定率が小さいほど料金収入が少なくなり、自己財源で建設改良費を
賄うことが難しくなるため、企業債の借り入れが多くなります。
また、年度が進むにつれて企業債残高が積み上がり、企業債残高対給水収
益比率が上昇（悪化）します。

単位：百万円

改定案４において
企業債残高対給水収益比率
は低くとどまるが、その分を
自己財源で支出するため現

預金残高が少なくなる
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　 改定案１ 改定案２ 改定案３ 改定案４
資産維持率(自己財源分) 3.00% 2.25% 1.35% 1.35%→4.62%

料金改定率 38.41% 32.68% 25.80% 25.80%
改定後料金(2ヶ月40㎥) 6,075円 5,823円 5,521円 5,521円

算定期間 合計
(R9～13年度)

料金収入 8,576 8,221 7,795 7,795
企業債借入 1,650 2,013 2,449 863

R13年度末
(計画6年目)
時点

現預金残高 2,954 3,037 3,135 1,316
企業債残高 3,322 3,747 4,258 2,423
企業債残高対
給水収益比率 204.21% 239.91% 287.06% 164.81%

R17年度末
(計画10年目)
時点

現預金残高 3,227 3,344 3,483 5
企業債残高 4,589 5,328 6,213 2,873
企業債残高対
給水収益比率 300.00% 362.84% 445.74% 207.95%



９−２．試算結果（企業債残高対給水収益比率の比較）

企業債残高対給水収益比率は料金収入に対する企業債残高の規模を表す指標で、数値が大きいほど、
経営が不安定となります。

 　 
 このグラフは、料金改定案ごとに、

事業の借金（企業債残高）が
年間料金収入の何倍になるか

（企業債残高対給水収益比率）を
シミュレーションしたものです。

どの案でもR９年度以降、比率は
 上昇し続けます。
案３（資産維持率1.35%）は最も悪化が
激しく、R15年度に県内平均を超過し
ます。

　一方、案４（資産維持1.35%→4.62）
は、最も上昇が緩やかで、類似団体
平均を大幅に下回る水準を維持する
ため、４案中最も財務を健全に保て

る計画だとわかります。

類似団体平均　304.02%

県内他市平均　401.25%
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９−３．試算結果（現預金残高の比較）

水道事業にとって現預金は、受水費や委託費、人件費や動力費などの日々の運営コストを支払い、施設
の修繕や更新を行うための「血液」です。
もし現預金が枯渇すれば、各種費用の支払いが滞り、安全な水の供給という最も重要な責務を果たせなく
なる可能性があります。

単位：百万円

  このグラフは、料金改定案ごとに、
将来の現預金残高の推移を

シミュレーションしたものです。

案１〜３は、R８年度以降、
現預金残高が増加しています。

これは、建設投資に伴う企業債の借
入によって手元現金が増え、
かつ、５年間の据置期間中は

元金返済の負担がないためです。

案４はR８年度から残高が減少し始め、
元金返済が本格化するR12年度以降

はさらに急減します。
もし案４を採用する場合、短期的な料
金の抑制は可能ですが、計画５年目
頃には再度の料金改定の検討に着

手することが必要です。
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改定案１ 改定案２ 改定案３、４
料金改定率
38.41%

料金改定率
32.68%

料金改定率
25.80%

2,421 2,321 2,200
(+ 672) (+ 572) (+ 451)

6,075 5,823 5,521
(+ 1,686) (+ 1,434) (+ 1,132)

9,729 9,326 8,842
(+ 2,700) (+ 2,297) (+ 1,813)

2,999 2,875 2,726
(+ 832) (+ 708) (+ 559)

6,958 6,670 6,324
(+ 1,931) (+ 1,643) (+ 1,297)

10,916 10,464 9,922
(+ 3,029) (+ 2,577) (+ 2,035)

18,833 18,054 17,118
(+ 5,226) (+ 4,447) (+ 3,511)

98,004 93,947 89,075
(+ 27,197) (+ 23,140) (+ 18,268)

196,967 188,813 179,022
(+ 54,660) (+ 46,506) (+ 36,715)

用途 ２ヶ月あたり
使用水量 現行料金

家事用

20㎥ 1,749

40㎥ 4,389

60㎥ 7,029

20㎥ 2,167

40㎥ 5,027

60㎥ 7,887

100㎥ 13,607

500㎥ 70,807

1,000㎥ 142,307

営業用

９−４ ．試算結果（水道料金の比較）

改定案１～４の料金改定率の違いによって
下表のとおり、各使用水量の水道料金に違いが生じます。（概算）
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口径20mm料金　　単位：円



９−５．試算結果　家事用（水道料金県内他市との比較）

改定案１～４いずれの場合でも、県内12番目以下に安価な水道料金となります。
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口径20mm料金



23,496 23,012 22,770 22,545 22,484 22,264
20,900 20,720

19,268 19,360 19,272 19,045 18,890 18,833 18,054
17,118

15,774 15,745
14,322 14,190 13,607

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

笠岡市
新見市

津山市

玉野 維
持6.54

%(16
5.69

%)
真庭市

瀬戸内市
美作市

高梁市

岡山市(R8年度以降)

岡山市(R7年度)

井原市
赤磐市

浅口市

玉野 案
１(13

8.41
%)

玉野 案
２(13

2.68
%)

玉野 案
３、４(12

5.8
0%)

備前市

倉敷市(R8年度以降)

倉敷市(R7年度)

総社市

玉野市(現
行)

県内15市比較(料金)2ヶ月 営業用100㎥税込(円)

９−６．試算結果　営業用（水道料金県内他市との比較）

改定案１～４いずれの場合でも、県内12番目以下に安価な水道料金となります。
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口径20mm料金



２．今後のスケジュール（予定）

25

審議会回数 開催時期 主な審議項目 

第１回 

 

 令和７年７月28日（月） 

 
 ◇委嘱の交付 
 ◇諮問 
 ◇水道事業の現状と今後のスケジュール 

第２回 令和７年10月28日（火） ◇料金改定率・改定時期の検討 

第３回 令和８年１月中旬 
  
◇料金体系の検討 

第４回 令和８年２月中旬 

 
 ◇料金体系の決定 
 ◇答申案の検討 





2025/7/28 玉野市建設部水道課

大崎ポンプ所

池ノ内ポンプ所

中央和田配水池

参考：施設位置及び給水区域


